[bookmark: _GoBack]様式第１号（第８条関係）
年　　月　　日　

　北広島町長　様

認定申請者　住　　　所
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
　
北広島町事業承継支援補助金事業承継事業者認定申請書

北広島町事業承継支援補助金に係る事業承継事業者としての認定を受けたいので、北広島町事業承継支援補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。

１　添付書類
（１）事業承継計画書（様式第２号）
（２）事業承継事業者認定に係る誓約書（様式第３号）
（３）事業承継事業者認定に係る意見書（様式第４号）
（４）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類


様式第２号（第８条関係）
事業承継計画書
１　事業所の概要
	事業者の名称
	

	法人番号
	

	資本金又は出資の額
	

	常時使用する従業員数
	

	主たる業種
	


２　事業承継の概要
	経営交代の方法
	親族内　・　親族外

	事業承継完了予定日
	年　　　月　　　日

	先代経営者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生
	年齢
	歳

	後継者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生
	年齢
	歳


３　事業承継スケジュール
	
	３年前
	２年前
	事業承継予定

	
	年度
	年度
	年度

	先代経営者
	年齢
	歳
	歳
	歳

	
	役職
	
	
	

	
	持株割合
	％
	％
	％

	後継者
	年齢
	歳
	歳
	歳

	
	役職
	
	
	

	
	持株割合
	％
	％
	％

	事業承継に係る経費
※予定に☑をしてください。
	□事務費
□広報費
□事業所の購入・賃借料
□事業所の改装・改修工事
□設備購入・修繕
	□事務費
□広報費
□事業所の購入・賃借料
□事業所の改装・改修工事
□設備購入・修繕
	□事務費
□広報費
□事業所の購入・賃借料
□事業所の改装・改修工事
□設備購入・修繕


４　事業承継に係る経費の概要
（１）事務費
	□外部専門家（委託する外部専門家、業務内容等）

□登記手数料（登記の種類、手数料等）

□その他（その他事業承継に要する経費があれば記載してください）


（２）広報費
	（広報の方法、委託先、契約額、委託期間等）


（３）事業所の購入・賃貸
	（事業所を購入・賃貸する理由及び概要、契約時期、購入額、賃料等）


（４）事業所の改装・改修工事
	（改装・改修工事が必要な個所、理由及び概要）


（５）設備の購入・修繕
	（購入・修繕等が必要な設備の名称、理由及び概要）



様式第３号（第８条関係）
年　　月　　日　

　北広島町長　様

認定申請者　住　　　所
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

事業承継事業者認定に係る誓約書

　私は、北広島町事業承継支援補助金交付要綱第３条第２項及び第６条の規定に該当しないことを誓約します。
　なお、このことについて町が公簿等で確認されることを承諾します。
北広島町事業承継支援補助金交付要綱綱
（補助対象者）
第３条
２　前項に定める者のうち、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象者から除く。
（１）　補助対象交付申請時に納期限の到来した町税、料等を完納していない者（専従者含む）
（２）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に定める者又はその他の反社会的勢力である者及び関係を有する者
（３）　訴訟や法令順守上の問題を抱えている者
（補助の対象外）
第６条　本事業において、次の各号のいずれかに該当する場合は補助の対象としない。
(１)事業承継をしようとする事業が、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）の適用を受ける事業である場合又は公序良俗に反する事業である場合
(２)太陽光発電設備により売電を目的とする事業、又は、太陽光発電設備の管理運営を目的とする事業である場合
(３)過去にこの要綱に規定する補助金及び同一経費に他の補助金等の交付を受けている場合
(４)事業承継後、５年以上事業継続の見込みがない場合



誓約書


　私は、北広島町事業承継支援補助金交付要綱の趣旨を理解し、補助金交付申請を提出する日までに北広島町に住所を移し、住民となることを誓約します。

　　年　　月　　日

　　　北広島町長　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　















※個人事業主の後継者で、認定申請時に町内に住所を有していない方は提出してください。


